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１．はじめに

「テレビっ子」「子どもに見せたくないテレビ番
組」などテレビを夢中で見る子どもたちに警鐘を鳴
らす言葉がかつてはあった。今ではそういった言葉
はほとんど聞かれず、 問題の所在は「エコチェン
バー」１）「フィルターバブル」２）といったソーシャル
メディアをめぐるものへと変化した。情報は個人の
ニーズや趣向に合わせ、常に持ち歩く情報端末に届
くようになった。情報技術が刷新され、新たなビジ
ネスモデルも誕生したのだ。

ここで、 メディア教育に注目しよう３）。 メディ
ア教育は、新聞、雑誌の普及に端を発する。例え
ば、 イギリスのメディア教育を代表するマスター
マン（Len Masterman）は次のように述べてい
る。「メディアは産業である。所有と操作の構造を
通して、お互いが関連し合い、サービスと消費産
業が膨大な範囲でリンクし合っている構造である」

（Masterman 1980: 4）。彼が言うメディアとはマス
メディアのことを指している。彼は、新聞記事や
テレビ番組を教材として、 子どもたちがメディア
からの情報に含まれる虚偽を見破ること、 イデオ
ロギーを読み解くことを唱える（Masterman 1989

（1985））。つまり、授業の原理として、メディア・
テクストの教材化とその読解を提唱するのだ。

1990年代以降、 こうしたメディア・ テクスト
を精緻に分析するメディア教育は、 カナダや日本
でメディア・ リテラシー論へと引き継がれていく

（上杉 2008／カナダ・オンタリオ州 1992）。ここ
で1980年代にマスターマンと激しい論争を交わし
たバッキンガム（David Buckingham）の言葉に注
目しよう。彼は、メディア教育がその黎明期におい
て、英文学の教師たちによって担われた歴史的事実
に注目している。「テクスト分析は、そんな彼らが
自らの専門性から率直に見出したものである」、と

（Buckingham 2019b: 78）。
そしてバッキンガムは、ソーシャルメディアのテ

クストのように、束の間の方法で作られ、使用さ
れているメディアに対して「真剣な注意を向けよ」
というのは適切ではないと忠告する（Buckingham 
2019b: 80）。バッキンガムにしたがえば、メディア
教育のカリキュラムや授業方法の多くはかつてのマ
スメディア時代に開発されたものがほとんどである

（Buckingham 2019b: 43）。つまり、メディア教育
はソーシャルメディアが普及し、浸透した事態に対
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処できる新たな教育理論を必要としている。メディ
ア教育の更新が必要なのである。

こうした更新作業として、まずクレス（Gunther 
Kress）とバーンズ（Andrew Burns）を挙げよう。
クレスは「マルチモーダル」という概念を用いて、
音声や活字、視線、身振りといった多角的な記号の
様式に注目する。そして、子どもたちのコミュニ
ケーションを重層的に解明しようとする（クレス 
2018）。またバーンズは、メディアが利用者の参加
型へと利用形態を変化させ、ますますデジタル化し
ている点を重視する。そして、それらを活用した動
画、ゲーム、アニメーションなどを制作する教育実
践を展開する。生徒らが批判的かつ実践的にメディ
アを学習する可能性を明らかにしている（Burns 
2009=2017）。教育工学者の中橋雄も同様で、メディ
ア・リテラシー概念を整理しながら、メディア教育
用の教材を開発、提示している。デジタルメディ
アを積極的に活用し、 デジタル時代にふさわしい
メディア教育のあり方を示そうとしている（中橋 
2021a／2021b）。これらは、テレビ時代のメディア
教育からソーシャルメディア時代のメディア教育へ
という転換を目指している。メディア言語に焦点を
合わせ、表象、意味、モードといった鍵概念を駆使
しながら、子どもたちのメディア制作や意味生成の
過程を描き出している。

しかしながら、ソーシャルメディアの登場は、ビ
ジネスモデルの変化でもある。メディアは市場原理
に基づいて、友達作り、買物、日常のライフスタイ
ルといった現実構成や現実認識に影響を及ぼす。こ
うしたメディアの商業性と教育のあり方を解明する
必要がある。

GIGAスクール構想４）、プログラミング教育の
推奨５） といった新たな教育政策も次々と打ち出さ
れている。さらに言えば、コロナ禍において、高
等教育を中心に IT産業の製品は学校教育にとっ
て必要不可欠なものとなった。IT産業が開発する
パソコン――例えばGoogleのchrome――を使用
し、IT産業が開発運営する製品――例えばZoom、
YouTube、Teams――を使用した授業が世界中で
展開されている。IT産業が学校教育を飲み込んで

しまう。 こうした認識は決して誇大妄想ではなく
なった。IT産業の製品も含めたメディアの商業性
を問うべきだ。

メディアの商業性を問うことなく、メディア利用
を促進すれば、教育の公共性とはかけ離れ、結果的
に、一部の企業へ利益をもたらすだけになりかねな
い。逆にメディア利用に懐疑的になりすぎてしまえ
ば、旧来の教育（実践）に固執してしまい、新たな
学びの可能性を摘み取ってしまう。メディアの市場
原理やその論理は不問に付され、メディア利用の推
進とメディア批判に基づくメディアへの懐疑主義が
教育学研究内で棲み分けることになりかねない。

本稿は、バッキンガムによるソーシャルメディア
の教育論を手がかりに、デジタル資本主義の下で、
メディア教育がいかにあるべきかを検討する。ここ
で言うデジタル資本主義とは、デジタル技術を活用
して、データの収集・利用による利潤追求のシステ
ムを指す。メディア批判／メディア利用という枠組
みを解きほぐし、新たなメディア教育の可能性を解
明する。

２．アドルノの問題意識と教育学におけるメディア

をめぐる議論

１）アドルノのメディア教育論の視座

多くの現代思想家たちは、 マスメディアを問題
視してきた。 ここでは、 アドルノ（Theodor W. 
Adorno）を取り上げよう。彼は新聞やテレビといっ
たマスメディアを文化産業ととらえ、その危険性を
体系的に論じた最初の人物だからである。アドルノ
は「テレビの罠に騙されない、つまりイデオロギー
としてのテレビの罠にはまらないようにテレビを視
るにはどうすればよいか」と問うている（アドルノ 
2011: 77）。つまり、「マスメディアに対して批判的
であれ」と言う。

しかしながら彼は、「テレビそのものの反対論者
ではない」と自らの立場を断言し、啓蒙的情報を広
めるという意味で教育の方向性をもてば、テレビは
途方もない可能性を秘めているとも述べている（ア
ドルノ 2011: 74）。教育哲学者の白銀夏樹の言葉を
借りれば、「アドルノは文化産業を代表するテレビ
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に対しても、悪しき現状とは異なるものの萌芽を読
み取ろうとしていた」（白銀 2019: 135）。アドルノ
の議論は、「テレビという代物を自分の家には持ち
込まないことを少々自慢にしている人たちの考え」
とは異なる。同時に、他方では「自分は流行感覚を
持った人間だから意識して軽薄なのだ」と言い、「テ
レビを最新流行のものとみなすがゆえに大事にして
いる人」からも、同じように距離を置く（アドルノ 
2011: 74）。

アドルノにとってテレビは紛れもなく最新のメ
ディアであった。この点は注目すべきである。彼は、
文化産業には、人間の意識に対して及ぼす作用があ
り、その規模は視聴者、視聴時間共に途方もないと
危惧する（アドルノ 2011: 73）。そして同時に、学
校教育用テレビ放送やテレビ市民大学などの授業を
放送するメディアとしてのテレビに期待した（でき
た）（アドルノ 2011: 90）。

このようにアドルノは、メディアに対する批判的
理解と、教育におけるメディア利用という二つの問
題意識を持っていた。
２）教育学におけるメディアをめぐる議論

まず「デジタル・ネイティブ」６）の議論に注目し
よう。これらは、メディアの変化がいかに人間の思
考、認識、行動に影響を与えているのか。メディア
の変化と人間の変化を結びつける。この立場にした
がえば、メディアという変数によって、人間の認識
から授業方法に至るまで変化は生じることになる。

教育工学にも同様の思考様式を確認できる。教育
工学者は、新たなメディアの登場や技術革新に注目
する。「教育実践の場の実態を観察し、課題収集に
努め実現可能な独自の教授・学習内容を構想し、か
つ、教育実践の場で試行した結果をもとに、新たな
教育方法や技術を創造開発してきた」（近藤 2015: 
31）。ポイントは、教育工学が新たなメディアの登
場や技術革新であり、それに呼応した教育方法の開
発を使命としている点である。しかしながら、この
立場にしたがうだけではメディアの市場性や教師や
児童生徒の社会的位置づけ―性別、階層、社会的地
位等―が問われることはない。

次に、教育哲学者の今井康雄、矢野智司、山名淳

らは、言語、身体、都市といった広義のメディア概
念を教育学研究に導入し、教育の再定義や再解釈に
向けて、哲学的・歴史的なメディア教育論を展開
している（今井 1998／2004／2017／矢野 2002／
2014／山名 2015）。これらの研究は、広義のメディ
ア概念を導入することで、授業実践も含めた教育行
為がメディアによって媒介されていることを再発見
している。そして、教育における表象や体験・経験
といった諸概念を再構築している。しかしながら、
その広義性ゆえに、IT産業が提供する製品がもつ
商品性といった個別の問題に有効に応答するには、
多くの教育実践レベルでの検証を必要とする。

以上を踏まえると、本稿が看過できないのは、17
年前の今井康雄の指摘である。「メディアは、メディ
ア以前に想定された授業に外から付け加わる、そし
て支障なく授業に従ってもらわなければ困る、やは
り異物として扱われる」（今井 2004: 4）。今井の指
摘以降、様々な情報端末が生まれ、スマートフォン
を含めると日常生活において常にコンピュータを持
ち歩く時代になった。それにもかかわらず、今井が
批判的に明示した教育学的メディア観（メディア＝
中立で透明な外部の道具）は今日でもなお、維持さ
れている。

教育実践の外部ではなく、内部でメディアがいか
に機能しているのか。それを理解した上で、教育に
おけるメディア利用はいかにあるべきか。教育工学
が探究する（教育）メディア利用、教育哲学や教育
社会学が探究するメディアの批判的理解をいかに接
続させるのか。私たちに求められているのは、第二
次世界大戦後アドルノが抱えていた課題を継承する
ことに他ならない。本稿は、この課題に対して、イ
ギリスのメディア教育学者であるバッキンガムの試
みに手がかりを求めて取り組んでいく。

３．市場と批判的思考の育成

１）市場の中の子ども

バッキンガムについて、簡単に紹介しよう。彼は
1990年代から2000年代にかけてイギリスのメディ
ア教育をリードした。ウィリアムズ（Raymond 
Williams） やホール（Stuart Hall） などによって
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1980年代のイギリスで本格的に発展するカルチュ
ラル・スタディーズという思想的潮流をいち早く教
育学的に受容した人物である。バッキンガムによる
メディア教育理論の集大成が2003年に出版された

『メディア教育』である。この書はⅣ部（理論的根
拠、到達水準、メディアを学ぶ、新たな方向）で構
成されている。イギリスにおけるメディア教育の歴
史、メディア教育の鍵概念、教育実践が緻密に検討
されている。

その後、バッキンガムは消費文化と子どもの関係
を10年余りかけて研究している。例えば、『メディ
ア教育』と同年に出版された書籍の中で、教育とエ
ンターテインメントとの関係に注目している。「雑
誌は商品の一種として親たちに教育を売買する」

（Buckingham and Scanlon 2003: 80）。その結果、
学びは商品化する。「株式会社がますます学校のス
ポンサーとみなされるようになった。そして、教育
道具、カリキュラム教材、メールアカウントを無料
で提供している」（Buckingham and Scanlon 2003: 
4）。今となってはメールアカウントだけではなく、
情報端末やアプリケーションもIT産業が格安で児
童・生徒に提供している。

学校教育に限ったことではない。 子どもたち
は、 すでに生まれる以前から消費文化の中にいる

（Buckingham 2011: 55）。 市場によって、「よい」
立ち振る舞いや子育てが明示される。それは、イデ
オロギーとして機能し、結果的に「子ども（学習者）
であることの意味」や「実際に『成長する』意味」
を提供することになる。市場が「子どもとはどうあ
るべきか」をいくつも提供している。その状況で、
子どもは生活している（Buckingham 2011: 62）。

バッキンガムにとって、 消費とは決して道具的
なものではなく、常に表現的なものである。消費
はファッションによって組織される（Buckingham 
2011: 70）。もちろん、「子どもたちは、相対的に、
商品の制作の場面で発言権を持たない。そして意味
と快楽においても同様である。市場は彼らを利用す
るのである」（Buckingham 2011: 103）。しかしな
がら、「市場関係者と子どもの権力関係は、双方の
当事者が合同で構築している。 最近の市場のパラ

ドックスは、子どもにとっても、大人にとっても、
アクティブな消費者を必要とし、それ次第になって
いることである」（Buckingham 2011: 103）。

子どもは、生まれてから（あるいはそれ以前）か
ら市場の内部に位置づけられる。子どもは市場内で
表現し、コミュニケーションし、アイデンティティ
も形成していく。IT産業は、教材、情報機器を提
供し、同時に雑誌やファッションなどの消費文化を
介して子どもと極めて密接かつ不可避な関係を結ん
でいる。ソーシャルメディアはそうした状況下で登
場してきたのである。
２）批判的思考の育成とその意図

2018年10月６日から12日まで、バッキンガムは
日本を訪問し、法政大学、東京大学、広島大学で講
演を行った。筆者はそのすべてに参加した。彼が日
本の学生や聴衆に向けて語ったことは、2019年に
出版した『メディア教育宣言』第５章のタイトルに
もなっている「批判的にいこう」という言葉に尽き
る。

もちろん、これまでのメディア教育、メディア・
リテラシー論でも批判的思考の育成は核となる目的
の一つであった（森本 2014）。バッキンガムによれ
ば、批判的思考は「省察的プロセスである。その過
程で私たちは絶えず自らの先入観や解釈、結論に疑
問を持ち続けなくてはならない。それは、性急な判
断を避けること、自らの知識に基づいた主張、すな
わち本当にどれほど確信しているのかについて限界
を認識することを意味する」（Buckingham 2019b: 
55）。だれもが先入観や価値観を持っている。たと
え批判的思考を働かせたとしても、先入観や価値観
の外側に出ることはできない。しかしながら、「既
定の世界観や哲学的、政治的信条に対して疑問をも
ち、 自らの分析をより厳格にするように改善でき
る」（Buckingham 2019b: 56）。自らが有する先入
観、解釈、結論自体に疑問をもち、自らの分析を厳
格にしていく。これが、彼にとっての批判的思考で
ある。

そもそもバッキンガムの出発点は、（マス） メ
ディア批判に終始するメディア教育を乗り越えるこ
とだった（Buckingham 1986／Masterman 1986）。
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しかしながら、 その当初から「批判的思考」 を放
棄したわけではない。 彼の主著『メディア教育』

（Buckingham 2003=2006）の章構成を見れば、そ
のことは明らかである。Ⅲ部「メディアを学ぶ」内
に第７章「批判的になる」、第８章「クリエイティ
ブになる」は設けられ、批判的思考の育成と創造
性の育成は並置されている。彼にとって、双方と
もにメディアを学ぶ上で重要な局面なのだ（時津 
2019a）。

そこで筆者は、バッキンガムにインタビューした
際、「あなたのメディア教育にとって批判的とはど
ういうことか」と問うた。バッキンガムの解答はこ
うである。「昔はメディアが強く、メディアからの
情報を自動的に受け取ることは危険だから、メディ
ア教育は必要だということだった。しかし今は文脈
が違っている。批判的になるためにも、メディアが
必要となった。メディアの存在自体が危うくなって
いる」（David Buckingham, interview by author 
2018a）。
「メディアの存在自体が危うい」とはいかなるこ

とだろうか。 筆者による別のインタビューで彼は
2003年に出版した主著『メディア教育』について、

「もう15年も前の話だ。当時私は、フェイスブック
も、Googleも、Twitterも意識することなく、メディ
ア教育を考えていた」 と振り返っている（David 
Buckingham, interview by author 2018b）。

ここで、 ガーファ（GAFA）と呼ばれるIT産業
に注目しよう。 ガーファとは、Google、Amazon、
Facebook、Appleの頭文字である。 これらは、 イ
ンターネットを利用する際、基地（プラットフォー
ム）として機能しており、むしろこれらの基地（プ
ラットフォーム）を経由しないとインターネット空
間に入れない。あるいは、インターネット空間を移
動する際に、立ち返る基地となっている。

こうした文脈を考慮すれば、 バッキンガムの言
う「メディアが危うい」 という意味が明らかにな
る。彼にとって今問題なのは（マス）メディアが強
力な権力を有することではない。強力な権力を有す
るIT産業がメディア企業と自らを規定せず、テク
ノロジー企業と自己規定していることである。そし

て、 これらがテレビ局や新聞社といった既存のメ
ディア産業を吸収しようとしている。だからこそ、
メディアは必要であるにもかかわらず、危ういと彼
は言う。

バッキンガムは普遍的な理論構築というより、時
代のニーズに応答しようする（時津 2019a: 77）。
このスタンスは、ソーシャルメディアの教育論でも
採用されている。IT産業が勃興し、強力な権力を
有するデジタル資本主義の下、メディア教育に何が
できるのか。これこそバッキンガムの問いである。

４．経済活動に関与するメディア教育

１）未完のメディア教育―メディア・リテラシー論

との区別

バッキンガムは先述した法政大学での講演で、
「メディア・リテラシー」について次のように述べ
ている（Buckingham 2019a: 26=2019: 12）。メディ
ア・リテラシーとは本来広い概念と思われるが、政
策立案の過程で、どんどん狭いものへと変わり、こ
こ５年でインターネットの安全性に関するものに
なってしまった。「メディア・リテラシーとメディ
ア教育の違いをはっきりさせる必要があります。メ
ディア・ リテラシーに対する見方の問題のひとつ
は、問題を単独で扱うことだと私は思っています」

（Buckingham 2019a: 27=2019: 12）。
例えば、 フェイクニュースについて考えよう。

2016年のアメリカ大統領選を機に、フェイクニュー
スの拡散が社会問題化した（耳塚 2020: 31）。一般
的には、「これは懸念すべき問題だから、虚偽と真
実の違いを子どもたちに教えましょう」と考えてし
まう。問題の徴候を単独で捉えて、その解決を目指
してしまう。ファクトチェックの推奨などはその典
型だろう。

確かに情報過多の現代において、記事の出所を確
認し、情報源をチェックする必要はある。しかしな
がら、問題は真偽の二分法がはっきりしても、解決
するわけではない。というのも、フェイクニュース
は真偽というよりも、「いいね」というボタンをク
リックすることを、あるいは嫌悪を拡散することを
勧めるからだ。すなわち、利用者の注意（attention）
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を引くことに重きが置かれ、その注意を引いた数に
よって経済活動が進んでいく。アテンション・エコ
ノミー７）と形容されるゆえんである。

フェイクニュースはクリックする、拡散するたび
にメディア企業にデータをもたらし、それが広告収
入等をもたらす。デジタル資本主義の中では、利用
者のクリックもデータ化され、資本となる。バッ
キンガムにしたがえば、問題は真偽ではなく、ビ
ジネスモデルの変化なのだ（Buckingham 2019a: 
27=2019: 15）。

こうした事態を踏まえ、 バッキンガムはこう述
べている。「教えることと学ぶことのプログラムが
本当に必要」 である。 すなわち、「メディア・ リ
テラシーを実現させたいのならば、 メディア教育
が 必 要」な の だ（Buckingham 2019a: 27=2019: 
12）。「15 年ほど前に人々が使用し始めたメディ
ア・リテラシーは成功しませんでした。私たちはま
だ、メディア教育を実現させようとしている」の
だ（Buckingham 2019a: 27=2019: 12）。 メディア
教育は包括的で理論的に一貫性をもっている。部分
的に創造性と創造的参加も含まれるが、 決定的に
重要なのは批判的思考である（Buckingham 2019a: 
27=2019: 12）。

IT産業の強力な権力を前に、私たちはスキルや
能力の育成を唱える傾向にある。情報源の確認と照
合を通して真偽を検証するスキル、ファクトチェッ
クを活用するスキル、IT産業のイデオロギー性を
批判し、懐疑する力などである。それに対して、メ
ディア教育はそうしたスキルや能力を保証するもの
ではなく、あくまで学びのプロセスを注視する。後
述するが、それはメディアの作用を一つ一つ検証・
確認する作業に他ならない。

ソーシャルメディア時代のメディア教育は、特定
のスキルや能力の育成を目指すだけでは不十分であ
る。メディア教育は過程（教えることと学ぶこと）
であり、 メディア・ リテラシーは結果（批判的理
解）の一つに過ぎないからだ（David Buckingham, 
e-mail message to author, July, 13, 2020）。IT産
業のビジネスモデル――デジタル資本主義――を
踏まえた上で、スキルや能力の育成ではなく、教え

ること、学ぶことそれ自体を保証する必要がある。
２）四つの概念を学習する

バッキンガムにしたがえば、「ソーシャルメディ
アは自らの表現と創造性にとって自由な空間を提
供しているわけではない。 メディア言語のコード
と慣習が、 言えることを形作り、 制限している」

（Buckingham 2019b: 80）。 さらに、「表象するこ
とで、どのように真実を語っているのか。あるい
は、どのように権威、信頼性、真正さを創造して
いるのか。批判的にそれらを検証する必要がある」

（Buckingham 2019b: 82）。例えば、セレブたちは、
どのように表象し、自らの信頼性と評判を確立しよ
うとするのだろうか（Buckingham 2019b: 82-83）。

言語、 表象という概念を用いれば、 ソーシャル
メディアに対して批判的に、多角的に吟味できる。
バッキンガムは、これらの概念を学ぶ教育方法とし
て文脈分析を挙げている。単に新聞記事やテレビ番
組などの内容を分析するテクスト分析ではなく、よ
り広義の社会的文脈を読み解く教育実践へと転換す
べきというわけだ。言語と表象という概念の学習を
踏襲しつつ、その方法論としてテクスト分析から文
脈分析への転換を図るのだ。

さらにバッキンガムによれば、「制作は、 ソー
シャルメディアを教える際、カギとなる次元」

（Buckingham 2019b: 84）である。なぜなら、ソー
シャルメディアの場合「私たちは潜在的な制作者」
だからだ（Buckingham 2019b: 84）。しかしながら、
その制作物のほとんどはプラットフォーム上で、商
業目的に制作されたものであり、利益を生むために
存在している。制作という概念を学ぶことで、商業
目的としての制作、あるいは商業目的の制作物に対
して批判的思考が働くような教育が提唱される。

次に、オーディエンスである。彼はこれが「最も
ソーシャルメディアの観点から再考する必要があ
る」と考えている（Buckingham 2019b: 86）。テレ
ビのオーディエンス研究にしたがえば、オーディエ
ンスは単に受動的消費者であったとは到底言えない

（Morley 1980）。性別、階層、社会的地位にしたが
いつつも、それぞれのオーディエンスは自律性を有
してテレビを視聴している。その意味で、ソーシャ



時津　啓：メディア教育の新たな方向 －バッキンガムによるソーシャルメディアの教育論から－ －7－

ルメディア上で「潜在的制作者」として存在する利
用者とテレビのオーディエンスには連続性を見いだ
すことができる（Buckingham 2019b: 87）。

バッキンガムは、このようにメディア全般の働き
を言語、表象、制作、オーディエンスに整理してい
る。そして、メディア教育において生徒らはこの
四つの概念を学ぶべきと提唱する。 私たちはソー
シャルメディアによって利用されている。 ある意
味、私たちは消費者であると同時に、顧客でもある

（Buckingham 2019b: 87）。オーディエンス概念の
学びは、消費者や利用者という言葉には回収されな
い顧客としての私たちの立場を再確認するように促
すのだ。

言語と表象を重視するメディア・ リテラシー論
は、メディア工学者の中橋雄が言うように、「批判
的思考の育成」を謳い、マスメディアとの対立構図
を作り上げた（中橋 2021a: 16）。それは同時にマ
スメディアが情報を送り、オーディエンスが視聴す
るというメディア利用の固定化を意味してもいる。
事実 IT産業が市場の論理にしたがって仕掛けてい
るのは、利用法の固定化とメディア選択の独占であ
ろう。バッキンガムは、こうした強大な権力に対し
て個人の批判的思考の育成をもって対応しようとす
る。この意味で、彼のソーシャルメディアの教育論
にはメディアの利用法と利用者によるメディアの選
択に関与できないという限界を確認できる。

しかしながら、彼は学習内容として、言語と表象
だけでなく、制作とオーディエンスという概念の学
びを強調する。こうした概念学習を通して、児童・
生徒は単に批判的思考のみを育成するわけではな
い。むしろ、IT産業の顧客として生きる児童・生
徒が市場内存在として経済活動に関与することを可
能にする。なぜなら、IT産業をはじめとした企業
は私たちのメディア経験を頼りに経済活動を行って
いるからだ。

私たちは、 日々インターネットやソーシャルメ
ディアを使用する。それはIT産業の側から見れば、
顧客として買い物をし、顧客として個人情報を提供
してくれることに他ならない。しかしながら、バッ
キンガムの試みは、メディア教育という異なった文

脈で日常の活動を議論の俎上に載せる。言語、表象
という概念学習は、制作者――例えばIT産業――
の視点から分析することを意味する。他方で、制作、
オーディエンスという概念学習は、利用者自らが日
常の経済活動を見つめ直し、振り返ることを意味す
る。後者は、次なる経済活動に活かされ、未来の経
済活動に関与することになるにちがいない。バッキ
ンガムの試みは、制作、オーディエンスという経済
活動につながる概念学習を通して未来の経済活動に
関与する可能性をもつ。

５．おわりに

本稿は、バッキンガムのソーシャルメディアの教
育論を検討することを通して、メディア教育には、
メディア利用／メディア批判の枠組みを解きほぐ
し、未来の経済活動に関与する可能性があることを
明らかにした。バッキンガムが唱える概念学習は、
単に批判的思考を育成するだけではなく、デジタル
資本主義下では経済活動として作用する。今後のメ
ディア教育は、日常の経済活動の見直しと振り返り
の契機となるべきと言えよう。

ここには、バッキンガムの理論的というよりも、
歴史的な制約があると考えられるメディアの利用方
法は当初から固定されるものではなく、あくまで可
能的様態として存在する。むしろ、利用法が固定化
され、初期の多様な可能的様態は、徐々に忘れ去ら
れる。それぞれが、あたかも最初から確固たるメ
ディアとして発展してきたかのように認識されてい
るにすぎない。このことは、同時に私たちのメディ
ア理解（メディア批判）も、メディア利用も、自ら
が生きる時代のメディア環境に制約されるにちがい
ない。例えば、バッキンガムは1970年代の終わり
から、VHSを使用した教育実践を模索し、 彼自身
もミニフィルムのアニメを制作した（Buckingham 
2010: 7）。彼自身のこのようなメディア経験は、英
語教育を基礎として、テクストの読解に焦点化する
1980年代のメディア教育学者のメディア経験とは
明らかに異なっていた。バッキンガムにとって、テ
レビに流される映像はイデオロギー性が隠されたテ
クストと見なすだけでは不十分だった。むしろ、映
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像は自ら制作できるものであり、マスメディアによ
る制作過程は特別な「外部」の経験ではなく、自ら
日常的に経験できる内在的なものであった。

バッキンガムは、VHS、 アニメを変更可能なも
の、すなわち「メディアの可能的様態」と捉えてい
たのだろう。そのため、メディア史的に言えば、そ
れらに先行するテレビは、バッキンガムにとって変
更可能なものではなく、あくまで利用法も社会的イ
ンパクトもすでに固定化されたものであった。彼に
とってテレビは、その利用法も、利用する／利用し
ないという選択自体も、所与のものとして市場内に
存在していた。バッキンガムが批判的思考の育成を
唱え続ける（唱え続けることができる）のは、彼自
身の思考もまた、テレビの利用法が固定化され、テ
レビ批判というメディア理解が浸透した時代のメ
ディア教育論だからである。

メディア史家の佐藤卓己が言うように、「教育
の効果は10年、20年後に確認できる」（佐藤卓己 
2015: 119）。 こうした教育活動は「『いま・ ここ』
での快楽と効率を極大化するウェブ空間」とは対を
なしており、ここで教育が成功する保証はどこにも
ない（佐藤 2015: 119）。その意味で、メディア教
育が特定の能力やスキルの育成に回収され、日々変
化する情報技術に追随する営みなら、10年後、20
年後に賭ける教育という営みは成り立たない。 メ
ディアの変化に対応した概念を更新しつつ、その学
習を通して、10年後、20年後の経済活動に関与す
ることこそ、デジタル資本主義下のメディア教育の
あるべき姿だろう。デジタル資本主義の下では、そ
うした教育的関与もまたデータとなり、 資本とな
る。それは同時に、デジタル資本主義が日々の教育
活動を通して、未来の経済活動に関与することを高
めるシステムでもあることを意味する。メディア教
育には、批判的思考の育成だけではなく、未来の経
済活動に関与する可能性があるのだ。 デジタルメ
ディアが「可能的様態」として存在し、それに基づ
くデジタル資本主義が確立しつつある今だからこ
そ、 メディア教育は未来の経済活動に関与できる
し、関与する責任もある。

注

１）インターネットやソーシャルメディアの世界で
は、利用者が見たい情報だけで構成される傾向
にある。 フィルターバブルとは、 その様相が
フィルターにかけられて、まるで泡の中に囲ま
れているようであることを形容した言葉であ
る。

２）インターネットやソーシャルメディアでは、コ
ミュニケーションをする範囲や人が限定されて
おり、 特定の信念や考えが増幅される傾向に
ある。 エコチェンバーとは、 まるで小さな部
屋（チェンバー）で音が反響（エコ）するよう
であることから、その様相を形容した言葉であ
る。

３）本稿は、メディア教育とメディア・リテラシー
論を区別する。1980年代から1990年代にかけ
てカナダで注目を集め、 日本でも2000年代前
半に盛んに議論された（マス）メディアに対す
る批判的・懐疑的な態度を育成することを目指
す立場をメディア・リテラシー論とする。他方
で、 主にイギリスの文脈で使用され、1930年
代のリーヴィス（F. R. Leavis）に端を発し、
1980年代のカルチュラル・ スタディーズへと
つながる歴史性を踏まえる場合はメディア教育
を使用する。 この区別については以下も参照

（時津 2019a／山田 2005）。
４）2019年に文部科学省が提唱した新たな学校構

想である。「一人一台端末」を合言葉に、児童・
生徒一人ひとりに１台のコンピュータを中心と
した情報端末を整備する構想。

５）プログラミング言語を使用して、コーティング
と呼ばれるコンピュータに対する命令の作成・
実行・修正を行う教育活動を指す。

６）生まれた時からコンピュータやビデオゲーム、
インターネットなどのデジタルメディアに囲ま
れて育ち、それらを自在に操作できる若者世代
のこと（松下 2011: 17）。

７）デジタル時代にあって、情報の真偽や妥当性よ
りも、人びとの注目や関心に経済的価値が見い
だされ、人々の関心や注目をどれだけ集められ
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るかに焦点を合わせた経済活動のこと。
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